
下水道使用料の検証について
（第３回）

都市整備部下水道課
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前回審議会のまとめ

「収支ギャップ」解消に向けた経営改善の取組みを実施

１億円／年以上の経費削減を実現

経営改善の取組みに加え、物価高や南部浄化センターの処理槽増設等の影響を踏
まえた中長期の財政推計では、下水道使用料収入だけで汚水処理にかかる費用を
回収することは困難であることを確認

改定率（目安）２５．６％増の下水道使用料改定の必要性を確認

経費回収率１００％水準の確保
• 汚水処理にかかる費用を下水道使用料で回収することが可能となる。
約１０億円（R7～R11）の他会計補助金（一般会計繰入金）の削減

• 他会計補助金（一般会計繰入金）に依存しない自立・安定した経営基盤の構築
• 下水道普及の便宜を享受できる住民とそうでない住民との間の公平性の確保
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下水道使用料の算定フロー①

使
用
料
対
象
経
費
の
算
定

財政計画等の策定・確認 第２回資料（９～１７ページ）で実施

使用料算定期間の設定 ５年間（令和７年度から令和１１年度まで）
※第２回資料（２２ページ）参照

収支見積に基づく使用料改定
の必要性の確認

第２回資料（１８～２０ページ）で実施

使用料対象経費の算定 第２回資料（２１・２２ページ）で実施

収支過不足の確認

使用料対象経費 使用料収入
（現行料金体系による見込）

不足額（R7～R11） 使用料改定
率（目安）

４，９１３，７２３千円 ３，９１２，３１９千円 １，００１，４０４千円 ２５．６％

（第２回資料（２３ページ）で実施）
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下水道使用料の算定フロー②

使
用
料
体
系
の
設
定

使用料対象経費の分解

使用料対象経費の配賦

使用料体系の設定

今回審議会での主な審議内容

・使用料対象経費を構成する各経費の性
質に着目して使用料対象経費を分解
・需要家費、固定費、変動費に分類

分類した需要家費、固定費、変動費を、基
本使用料、従量使用料へ配賦

・汚水の排出量の段階に対応した水量区
分により、３～９程度のグループに区分
・基本使用料、従量使用料の金額設定を
行う。

「下水道使用料算定の基本的考え方 2016年度版」 公益社団法人日本下水道協会ｐ3を参考に一部加工
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日進市の下水道使用料体系①

使用料体系（１ヶ月につき）【税抜】

基本使用料 従量使用料

６００円

１０ まで ３０円／ 

２０ まで １００円／ 

３０ まで １１０円／ 

４０ まで １３０円／ 

５０ まで １５０円／ 

１００ まで ２００円／ 

１００ を超える ２２０円／ 

〇累進使用料制
大口需要家の需要変動リスクに対応するコストを調整するため、排出量の増加に応じて、
従量使用料単価を高くする制度。 ⇒本市を含めた県内の全市が採用する制度

※農業集落排水事業の使用料は、下水道使用料の体系を準用しております。
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日進市の下水道使用料体系②

〇２月で４５ を排水した場合の計算方法
⇒月２３ と月２２ に分けて計算します。

項目 単価 前月分（２３ ） 後月分（２２ ）

基本使用料 ６００円 ６００円 ６００円

１０ まで ３０円 ×１０＝３００円 ×１０＝ ３００円

２０ まで １００円 ×１０＝１，０００円 ×１０＝１，０００円

３０ まで １１０円
×３（21 ～23 ）
＝３３０円

×２（21 ～22 ）
＝２２０円

合計 ２，２３０円 ２，１２０円

下水道使用料（税込）
【合計×１．１（消費税）】

４，７８５円

※水道使用量＝下水道への排出量とみなします。
※水道の検針は、原則、隔月ごとに行われるため、２ヶ月間の排出量の
２分の１を、１月に排出した量とみなします。
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下水道使用料経費の分解

使用料対象経費（Ｒ７～Ｒ１１）の分解

需要家費
（３１０，７２５千円）

固定費
（３，９６６，００１千円）

変動費
（６３６，９９７千円）

排水量に関係なく、使用者の存在
によって発生する費用
（例） 検針・使用料徴収に要する

経費

排水量に関係なく、下水道施設を
維持していくための固定費用
（例） ・資本費

・人件費 等

排水量に比例して増加する費用

（例）・動力費
・薬品費 等

基本使用料

排水量の有無に係わりなく賦課

従量使用料

排水量の多寡に応じて賦課

配賦

〇需要家費と固定費は、基本使用料で賦課するのが適当であるが、施設型事業である下水道事業の特性
として、使用料対象経費に占める固定費の割合が極めて大きいことから、固定費についてはその一部を
基本使用料として賦課し、他は従量使用料として賦課することが妥当である。

（「下水道使用料算定の基本的考え方 2016年度版」 公益社団法人日本下水道協会ｐ19一部抜粋）
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下水道使用料経費の配賦

固定費按分方法
需要家費

（３１０，７２５千円）
固定費

（３，９６６，００１千円）
変動費

（６３６，９９７千円）

３１．７％
（１，２５７，２２２千円）

６８．３％
（２，７０８，７７９千円）

基本使用料
１，５６７，９４７千円

従量使用料
３，３４５，７７６千円

固定費は、令和４年度の施設利用率（施設の処理能力に対する平均処理水量の割合）で従量使用料に按分
しています。（水道料金算定要領で示された方法を準用）



使用料体系（１ヶ月につき）【税抜】

基本使用料 従量使用料

６００円

１０ まで ３０円／ 

２０ まで １００円／ 

３０ まで １１０円／ 

４０ まで １３０円／ 

５０ まで １５０円／ 

１００ まで ２００円／ 

１００ を超える ２２０円／ 
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使用料体系の検討事項

①基本使用料をどう設定するか？
（基本使用料と従量使用料の負担割合をどうするか？）

②水量区分を細分化するか？ ③累進度をどう設定するか？
（使用者間の負担割合をどうするか？）
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月間使用量区分別の分布割合①
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（令和４年度実績）
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月間使用量区分別の分布割合②

月別調定件数

０～５０ ／月（主に一般家庭が想定される水量区分）の調定件数が、全体の９８．５％
を占めている。 ⇒基本使用料の大半を一般家庭が負担している。

排 出 量

〇５１ 以上／月（主に事業者が想定される水量区分）の排出量は、全体の１３．４％
に過ぎない。
〇１０１ ／月以上の全国平均（※）排出割合は、２１．６％であり、日進市（１０．６％）
の倍程度事業者から排出されている。
⇒排出量のボリュームゾーンは一般家庭（８６．６％）であり、全国平均と比較して
も、下水道施設を一般家庭が利用している割合が多い。

（※令和３年度地方公営企業年鑑（総務省自治財政局編）・公共下水道規模別有収水量ランク別調）

下水道使用料

５１ 以上／月の区分の従量使用料負担は、全体の３０％を占めている。
⇒累進制を採用しているため、約１／３を事業者が負担している。
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基本使用料の設定①

〇配賦額（８ページ）を使用者に均一に配賦した場合の基本使用料【原則】

基本使用料
配賦額【A】 調定件数【B】 基本使用料

【A】÷【B】
現在の

基本使用料
改定率

1,567,947千円 1,859,247件 840円 600円 40.0％

基本使用料として配賦すべき金額で算定した場合、基本使用料だけの改定率が
全体の改定率（目安）の２５．６％を超える＝基本使用料の負担割合が増加する。

※調定件数は、R7～R11の想定調定件数の合計数

①配賦された基本使用料を使用者に均一に賦課する設定とするか？

※基本使用料は、10円未満四捨五入で算定
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基本使用料の設定②

基本使用料【原則】を採用する場合の論点

企業経営の視点 使用者の視点

固定費の占める割合が多い事業構造で
あるため、基本使用料の割合を高めるこ
とで、排出量に影響されにくくなり、企業経
営の安定化が図れる。

排出量の少ない階層（一般家庭等）は
下水道使用料に占める基本使用料の

割合が大きいため、事業者と比較し、より
改定の影響が大きくなる。

上記論点及び将来の有収水量減少に備えるためには、基本使用料の割合を、漸進的
に高めていくことの必要性が指摘（※）されている点も踏まえ、料金体系の設定を検討
する必要がある。

※国土交通省 令和２年７月人口減少下における維持管理時代の下水道経営のあり方検討会 報告書
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基本使用料の設定③

②短期使用者への基本使用料の算定方法をどうするか？

設定方法 設定の考え方
県内自治体
の採用数

１か月未満の使用者に対しても、
１月分の基本使用料を算定する。
【日進市が採用している方法】

検針費用や施設維持にかかる固定
費部分を基本使用料として設定して
いるため、使用日数にかかわりなく
負担が必要。

１５自治体
（日進市
含む）

１か月未満の使用者に対しては、
基本使用料を減額する特例を
設ける。
【例：使用日数が15日以内のと
きの基本使用料は、2分の1の
額とする。】

使用者の視点を考慮すると、月数日
しか使用していない使用者と、１か
月使用した使用者が同額負担する
のは納得性に欠けるため、短期使
用者への特例を設ける。

２４自治体

※県内39自治体の状況（県内市＋東郷町）

基本使用料を改定する場合、月数日しか使用しなかった使用者の負担が更に大きくなる。
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基本使用料の設定④

短期使用者への基本使用料の設定方法の論点

①短期使用者から数日の利用にもかかわらず、１か月使用した使用者と同額が
請求されている点に疑問の声が多く寄せられている。

②県内自治体の約３分の２は、特例計算の制度を設けている。

③下水道使用料は、水道料金とあわせて請求される。
水道料金（愛知中部水道企業団が管轄）は、短期使用者に対し特例計算の
制度を設けており、水道料金と下水道使用料で短期使用者の取扱いが異
なっている。

〇上記論点を踏まえ、短期使用者への基本使用料の特例計算制度を設ける前提で、
基本使用料の設定を行う。

〇特例計算方法は、水道料金との整合性を図るため、愛知中部水道企業団の方法
を採用する。【使用日数が15日以内のときの基本使用料は、2分の1の額とする】

〇制度採用の影響は、約１４０万円（0.18％）の減額（R4年度実績）である。
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水量区分の設定

水量の区分数

汚水の排出量の段階に対応した水量区分により、使用者を３から９程度のグループ
に区分することが一般的である。

「下水道使用料算定の基本的考え方 2016年度版」 公益社団法人日本下水道協会ｐ17一部抜粋

最高区分の設定

56.4％
501

10.3%

17.9%

10.3%
56.4%

5.1%

100 未満

101
201～401
501
1,001 以上

※県内自治体（市+東郷町）の最高区分の水量採用割合

県内自治体の過半数が５０１ 以上の
水量区分を採用している。

現行体系では、７区分・１０１ を最高
区分に設定しており、県内自治体の
半数以上が採用している５０１ 以上
の区分の新設を検討する。
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県内下水道使用料【月１０ （税抜・円）】

56.4％
501

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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赤線：使用料単価１３０円以上の自治体（改定後見込自治体含む）

社会資本整備総合交付金等の交付要件変更により、
下水道使用料の改定の必要性に関する検証を踏まえ、
令和７年度からの経費回収率の向上に向けたロード
マップを各地方自治体が作成することとなるため、使
用料は増加することが見込まれる。
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県内下水道使用料【月２０ （税抜・円）】

56.4％
501

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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県内下水道使用料【月３０ （税抜・円）】

56.4％
501

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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県内下水道使用料【月４０ （税抜・円）】

56.4％
501

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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県内下水道使用料【月５０ （税抜・円）】

56.4％
501

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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県内下水道使用料【月１００ （税抜・円）】

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工

月１００ 以上の区分（主に事業者が想定される区分）
から日進市の使用料水準に変化が生じています。
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県内下水道使用料【月５００ （税抜・円）】

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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県内下水道使用料【月１０００ （税抜・円）】

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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最低単価一覧

56.4％
501

※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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最大従量使用料単価一覧

56.4％
501

従量使用料の最大区分の単価（円・税抜）
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※１県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】 ※２令和５年度愛知の下水道（資料編）【愛知県建設局下水道課編】から抜粋・加工
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累進度一覧

累進度とは
最大従量使用料単価÷最低単価で示される指標。
累進度が大きいほど、事業者への依存度が高くなる。

※県内自治体（市+東郷町）【令和５年４月１日現在】

赤線団体の平均

2.06
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累進度の設定①

県内自治体との比較（使用料単価130円以上団体との比較）

①０～５０ ／月（主に一般家庭が想定される水量区分）は、他自治体を大きく下回
る水準で単価設定が行われている。
②５１ 以上／月（主に事業者が想定される水量区分）は、他自治体と近い水準で
単価設定が行われている。
③累進度は、他自治体平均値を上回る水準で設定が行われている。

累進度設定の注意点

〇各地方公共団体の排水需要の実態等を適切に勘案して、使用者間の負担の
公平性の観点にも留意した上で、累進度を設定する必要がある。
〇累進度の設定如何によっては、需要抑制に対するインセンティブが強く働き過ぎる
ことがある。このため、使用料算定期間における排水需要予測との間に食い違い
が生じ、事業の安定した収支の均衡の確保が困難となる場合もある。
⇒事業者の負担割合を過度に高く設定した場合、事業者のコスト削減対策等による排水量減少により、

事業者からの使用料収入見込みが想定を大幅に下回るリスクがある。

（「下水道使用料算定の基本的考え方 2016年度版」 公益社団法人日本下水道協会ｐ20一部抜粋）
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累進度の設定②

累進度設定の前提条件

①０～５０ ／月が、本市の排出区分のボリュームゾーンである。
②使用水量区分ごとの使用者分布の現状及び今後の見通しを考慮すると、本市
においては、 ５１ 以上／月からの排出量を過度に期待できない。

企業経営の視点 使用者の視点

ボリュームゾーンである一般家庭に、排出
量に見合った使用料設定を行うことで、①
安定した使用料収入の確保、②使用者間
の負担の公平化が図れる。

【一般家庭】

累進度を高く設定していたため、負担軽
減が図られていた。負担見直しは、一般
家庭への影響が大きい。
【事業者】

既に県内でも高い水準の使用料設定と
なっている。

累進度設定の論点
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本市における使用料設定のポイント①
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R4実績 原則値

基本使用料 従量使用料

〇固定費の占める割合の多い事業構造を
踏まえると、適正な基本使用料収入を確保
する必要がある。
〇節水機器の普及等により、将来的には有収
水量の減少も見込まれることから、排出量
に影響を受けない基本使用料の割合を高
めていく必要がある。

基本使用料割合が原則値から３ポイント
以上下回っており、原則値に近づける
必要がある。
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本市における使用料設定のポイント②
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排出量 下水道使用料

（従量使用料）

0～50
（一般家庭を想定）

51 以上

（事業者を想定）

〇排出量の８６．６％を月５０ 以下の区分が
排出している。全国平均と比較しても、主に
一般家庭と想定される区分からの排出割合
が高い自治体となる。

〇月５１ 以上の区分が、下水道使用料（従量
使用料）の３０％を負担している。
〇累進度は県内上位の水準であり、事業者へ
の依存度が高い使用料体系となっている。

排出量のボリュームゾーンに適切な使用料設定
を行うことで、経営の安定化が図れる。

使用者間の負担の公平性

（R4実績）
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使用料体系の検討①

ケース①

金額設定
基本使用料 従量使用料

現行単価から同額改定

設定の考え方 料金表上での改定額の公平性を重視した案

特徴・各階層
への影響等

〇基本使用料が占める割合が現行体系以上に少ないため、排出量に影
響を受けやすい使用料体系です。
〇排出量が少ないほど、実際の使用料額の改定率が高くなるため、一
般家庭への影響が大きい使用料改正（案）です。

別紙「ケース別使用料体系検討表」に基づき、ケースごとの整理を行います。

ポイント①（基本使用料割合の適正化）
ポイント②（使用者間の負担の公平化） 少量区分（一般家庭）の影響大

少量区分（一般家庭）への影響に留意しながら、検討する視点も必要となります。
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使用料体系の検討②

ケース②

金額設定
基本使用料 従量使用料

現行単価から同率改定

設定の考え方 改定率の公平性を重視した案

特徴・各階層
への影響等

〇基本使用料が占める割合が少ないため、排出量に影響を受けやすい
使用料体系です。
〇実際の使用料額の改定幅も各区分同率となるが、累進度も変更ない
ため、事業者区分の使用料金は、県内２番目に高い額となる。

〇同額改定する場合、排出量が少ない区分ほど改定率が大きくなるため、一般家庭
への影響が大きい使用料体系となります。
〇同率改定する場合、累進度が県内平均と比較し、高い水準設定となっているため、
排出量が多い区分（事業者）への影響が大きい使用料体系となります。

使用者間の負担の公平化を図るためには、同額改定する方向となります。
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使用料体系の検討③

ケース③

金額設定
基本使用料 従量使用料

８４０円（原則額） 現行単価から同率改定

設定の考え方
〇基本使用料割合の適正化を図る。
〇基本使用料が占める割合の高い区分（少量使用者）への影響を軽減
するため、同率改定を採用する。

特徴・各階層
への影響等

〇基本使用料と従量使用料割合の適正化が図られています。
【基本使用料割合２８．３％⇒３１．６％に増加】
〇使用者間の負担割合に大きな変化はないため、使用者の負担公平
化の課題は改善していない。
〇ケース②と比較すると、累進度は低下しているが、事業者区分は県内
２番目に高い状況に変化はない。

【基本使用料の適正化】と【使用者間の負担の公平化】の両立を検討
するため、ケース③を基本とした検討を行います。



35

使用料体系の検討④

ケース④

金額設定
基本使用料 従量使用料

８４０円（原則額） 現行単価から同額改定

設定の考え方
〇基本使用料割合の適正化を図る。
〇使用者間の負担の公平化を図るため、同額改定を採用する。

特徴・各階層
への影響等

〇基本使用料と従量使用料割合の適正化が図られています。
〇使用者間の負担の公平化が図られています。
【事業者区分の負担割合：２９．７％⇒２７．３％に低下】
〇１０ 以下の少量使用者区分は、４０％を超える使用料増額となる。
〇累進度が低下し、事業者区分の使用料額が軽減されている。
しかし、事業者区分間で見た場合、一般的に大規模事業者と比較し、
経営基盤が脆弱である小規模事業者（１００ ）の使用料増加率が、
中・大規模事業者（５００ ・１，０００ ）の増加率を上回っている。

少量使用者（１０ 以下）・小規模事業者（５１～１００ ）の負担軽減を図る必要がある。
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使用料体系の検討⑤

ケース④－A

金額設定

基本使用料 従量使用料

８４０円（原則額）

①現行使用料からの同額改定を基本とする。
②少量使用者（１０ まで）・小規模事業者（５１
～１００ ）の増加額を軽減する。

③５０１ 以上の区分を新設する。

ケース④
からの変更点

〇事業者区分間の負担公平化を図るため、５０１ 以上の区分を新設
する。（県内平均累進度２．０６となる金額設定）
〇少量使用者・小規模事業者の負担軽減を図るため、増加額を他区分
の半額とする。

ケース④

からの改善点
等

〇１０ 以下の少量使用者区分の負担軽減【増加額４００円⇒３４０円】
〇事業者区分間の増加率が平準化され、小規模事業者の負担軽減と
なった。
〇負担軽減策実施後も、使用者間の負担の公平化は図られている。
【事業者区分の負担割合：２９．７％⇒２８．１％に低下】
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事務局の考え方

基本使用料の適正化

①固定費の割合の多い事業構造を
反映した使用料設定
②節水機器の普及に伴う排出量減少
に対応するため、排出量に影響され
にくい経営基盤を構築

使用者間の負担の公平化

使用料改定の影響の軽減対策

①少量使用者・小規模事業者の負担軽減策の実施
②短期使用者への基本使用料の軽減策の実施

①事業者からの排出量割合が全国平均
と比較しても少ない本市だが、事業者
からの排出量に依存した累進度を設定
②水量区分のボリュームゾーンに適切な
使用料設定を行うことで、安定した事業
運営を実現

上記項目のバランスに配慮しながら、課題達成ができている【ケース④－A案】
が本市の使用料適正化に最も適していると判断している。
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世帯別下水道使用料【事務局（案）の場合】

下水道使用料 （参考）光熱水費等

世帯人数 現行使用料 事務局（案） 改定額 水道料金 電気代 ガス代

１人（8 /月） 924 1,276 352 2,120 6,808 3,331

２人（15 /月） 1,540 2,024 484 2,931 11,307 4,900

３人（20 /月） 2,090 2,684 594 3,652 13,157 5,555

４人（23 /月） 2,453 3,113 660 4,166 13,948 5,427

５人（28 /月） 3,058 3,828 770 5,024 15,474 5,506

※１ 月額・税込金額
※２ 水道料金は、愛知中部水道企業団（口径20ミリ）の料金で試算
※３ 電気代・ガス代は、家計調査 家計収支編（2022年）【総務省】から抜粋


